
（平成２２年１２月１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 11 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 7 件

年金記録確認茨城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



茨城国民年金 事案 1110 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年９月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 45年９月から 46年３月まで 

私の国民年金については、父が加入手続を行い、申立期間の保険料を納

付し、その後の保険料は、両親の分と合わせて納税組合を通じて納付して

いた。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、７か月と短期間である上、申立人は、国民年金に加入後、60

歳到達により国民年金被保険者資格を喪失するまでの間、申立期間を除き保

険料をすべて納付している。 

また、申立人が国民年金に加入した時期は、前後の加入者の国民年金保険

料の納付状況から、申立期間である昭和 45 年度の保険料が現年度納付可能な

46年４月中と推認でき、申立期間の保険料を納付しなかったとは考え難い。 

さらに、申立人の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付したとする申

立人の父は、昭和 35 年 10 月に国民年金に加入し、36 年４月から 60 歳到達

により国民年金被保険者資格を喪失するまで、厚生年金保険加入期間を除き、

国民年金保険料をすべて納付しており、申立人の母も昭和 35 年 10 月に国民

年金に加入し、36 年 4 月から 60 歳到達により被保険者資格喪失までのすべ

ての期間について、国民年金保険料を納付している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1203 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ社における厚生年金保険の被保険者資格取得日は、昭和 47 年３

月 10 日、同資格喪失日は同年９月２日であると認められることから、申立人

に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正する

ことが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和47年３月から同年６月ま

でを４万2,000円、同年７月及び同年８月を５万6,000円することが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年３月 10日から同年９月２日まで 

私は、申立期間及びその前後の期間において、Ｂ市区町村にあったＣ店

に勤務していたが、その時の厚生年金保険加入記録が無いので、年金事務

所に相談したところ、自分と同姓同名・同生年月日の未統合記録があるこ

とが判った。当該記録に係るＡ社という事業所名に覚えはないが、Ｃ店の

運営会社だと思うので、自分の記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原票」という。）に

おいて、申立人と同姓同名で、同生年月日の者が、Ａ社において昭和 47 年３

月 10 日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、同年９月２日に同資格を喪失

していることが確認できる。 

また、Ａ社の被保険者名簿に登載されている者から、Ｂ市区町村にあった

Ｃ店を運営していたのがＡ社であり、自身もＣ店に勤務していたとの回答が

得られた上、その者の妻からも、同様の回答が得られた。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 47 年３月 10 日に

厚生年金保険被保険者資格を取得し、同年９月２日に同資格を喪失した旨の

届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、今回統合する申立人のＡ社に

おける被保険者原票から、昭和 47 年３月から同年６月までを４万 2,000 円、

同年７月及び同年８月を５万 6,000円とすることが必要である。 



茨城厚生年金 事案 1204 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取

得日に係る記録を昭和 31 年８月 16 日に訂正し、申立期間②の標準報酬月額

を１万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19年４月 11日から同年６月１日まで 

             ② 昭和 31年８月 16日から同年９月 16日まで 

年金事務所で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ社Ｂ工場に

勤務していた申立期間①及び②について、加入記録が無いことが判明した。 

申立期間①は、技術員養成所の学生として研修を受けていたものの、Ａ

社Ｂ工場に在籍していた期間であり、また、申立期間②は、出向先の同社

Ｃ工場から同社Ｂ工場に戻った時期である。 

どちらの期間も、厚生年金保険料が控除されていた記憶があることから、

両申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 労働局に照会したところ、申立人のＡ社における雇用保険の加入期間は、

昭和 22 年 11 月１日（旧失業保険制度開始時）から 49 年２月 20 日までの

期間である旨の回答が得られた。 

また、Ａ社から提出された「退職通知書」により、申立人は、昭和 16 年

４月 12日に入社し、49年２月 20日に退職したことが確認できる。 

 

２ 申立期間②について、申立人がＡ社に勤務していたことは、上記１の雇

用保険被保険者記録により確認できる。 

また、申立人から提出された「実務経験証明書」により、申立人は、申

立期間に、Ａ社Ｂ工場に在籍していたことが確認できる。 

さらに、Ａ社に照会したところ、申立人は、申立期間において、同社Ｃ

工場から同社Ｂ工場に移籍し、同社同工場に勤務していた旨のほか、厚生

年金保険料が間違いなく控除されていた旨の回答が得られた。 



これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ

社Ｂ工場に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 31 年９月の記録から、１万

8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、申立期間当時の資料が保存されておらず、不明とし   

ており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明

らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

３ 申立期間①について、申立人がＡ社に勤務していたことは、上記１のＡ

社から提出された「退職通知書」により確認できる。 

一方、申立人から提出されたＡ社の各種教育研修所における修了証書及

び配属辞令により、申立人は、昭和 19 年３月に学校を卒業後、同年４月に

技術員養成所に入所し、同年 12 月に同養成所を卒業した後、20 年１月か

ら同社Ｂ工場に配属されたことが確認できる。 

また、申立人と同様に、昭和 19 年４月 11 日にＡ社Ｂ工場における厚生

年金保険被保険者資格を喪失し、同年６月１日に再取得している同僚二人

に照会したところ、一人から、申立期間中、技術員養成所に在学しており、

申立人も同養成所にいた旨のほか、教育研修終了後、同社同工場に配属さ

れた旨の証言が得られた。 

なお、当該同僚二人は、申立期間において、上記のとおりＡ社Ｂ工場に

おける被保険者資格を有していない上、他の事業所においても被保険者資

格を有していないことが確認できる。 

このことから、申立人は、昭和 19 年４月に技術員養成所に入所し、専ら

教育研修に従事していたため、当時、施行されていた労働者年金保険法に

規定する男子工場労働者に該当しないと判断され、申立期間において、労

働者年金保険法に基づく被保険者資格を取得することができなかったもの

と考えられ、その後、同年６月に施行された厚生年金保険法に基づき、同

年６月１日付けで、厚生年金保険被保険者資格を取得したものと推認でき

る。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

た事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申

立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情

も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険



料を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 1205 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の、Ａ社における被保険者資格の取得日は昭和 38 年３月１日、喪失

日は 40 年１月 21 日であると認められることから、当該期間に係る厚生年金

保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要であ

る。 

なお、標準報酬月額については、昭和 38 年３月から同年９月までを 8,000

円、同年 10 月から 39 年５月までを 9,000 円、同年６月から同年 12 月まで

を１万 4,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年３月１日から 40年１月 21日まで 

             ② 昭和 40年１月 21日から 42年 12月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務し

ていた昭和 38 年３月１日から 42 年 12 月１日までの期間について、加入記

録が無かった旨の回答を受けた。 

私は、中学校を卒業した後、Ａ社に入社し、申立期間中、同社に勤務し

ていたので、同期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、申立人

と同姓同名かつ同じ生年月日で、基礎年金番号に未統合の厚生年金保険被

保険者記録が確認できることから、申立人が同社に勤務し、厚生年金保険

被保険者資格を取得していたことが確認できる。 

    また、上記被保険者名簿において、申立人は、昭和 38 年３月１日に厚生

年金保険被保険者資格を取得していることのほか、39 年 10 月 15 日付けで、

同年 10月の算定が完了していることが確認できる。 

    一方、上記被保険者名簿では、Ａ社における被保険者資格喪失日を確認

することはできないものの、退職時期について、申立人は、同社を退職後、



Ｂ都道府県在住の姉のところに約１週間滞在した後、Ｃ都道府県に引っ越

した旨を主張しており、戸籍の附票を確認したところ、申立人は昭和 40 年

１月 29日に同都道府県へ住民票を移転している。 

    また、戸籍の附票により、申立人はＣ都道府県に申立人の兄と一緒に居

住していたことが確認できることから、申立人の兄に照会したところ、申

立人は、Ａ社に約２年間勤務した後、同都道府県に引っ越したと思う旨の

証言が得られた。 

    これらのことから、入社と同時に、昭和 38 年３月１日付けで、Ａ社にお

ける被保険者資格を取得した申立人は、約２年間勤務した後、約１週間の

Ｂ都道府県での滞在を経て、40 年１月 29 日にＣ都道府県へ住民票を移転

したものと考えられ、同日の１週間前に当たる、同年１月 21 日に被保険者

資格を喪失したものと推認できる。 

    これらの事情を総合的に判断すると、申立人のＡ社における被保険者資

格取得日を昭和 38 年３月１日とし、喪失日を 40 年１月 21日とすることが

妥当である。 

    また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る事業所別被保険

者名簿における申立人の算定の記録から、昭和 38 年３月から同年９月まで

を 8,000 円、同年 10 月から 39 年５月までを 9,000 円、同年６月から同年

12月までを１万 4,000円とすることが妥当である。 

 

  ２ 申立期間②について、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿は、昭和 40 年５

月ごろに書き換えられており、書き換え後、申立人の名前は無いことから、

申立人は、同年５月の時点において、既に厚生年金保険被保険資格を喪失

していたものと推認できる。 

    また、Ａ社は既に解散しているほか、申立期間当時の代表取締役も既に

他界しているため、申立期間後に代表取締役になった者に照会したものの、

回答が得られなかった。 

    さらに、申立期間当時の社会保険事務担当者に照会したところ、申立人

が勤務していたことは記憶しているものの、正確な勤務期間については覚

えていない旨の証言が得られた。 

    加えて、申立期間に被保険者資格を有していた者のうち、連絡先の判明

した二人に照会したところ、一人から回答が得られたものの、申立人に係

る勤務状況及び厚生年金の適用状況について具体的な証言は得られなかっ

た。 

    このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

た事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申

立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情

も見当たらない。 



    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。



 

茨城厚生年金 事案 1206 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間に係るＡ社における標準賞与額を 26 万円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年 12月 15日 

ねんきん定期便を確認したところ、Ａ社に勤務していた期間のうち、平

成 16年 12月分賞与の年金記録が漏れていることが判明した。 

現在所持している平成 16 年 12 月の賞与明細書において、厚生年金保険

料が控除されていることが確認できるので、年金記録に申立期間の標準賞

与額に係る記録を追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成 16 年 12 月の賞与明細書により、申立人は、そ

の主張のとおり、16 年 12 月分賞与（26 万円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていることが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額（26 万円）に基

づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 



茨城国民年金 事案 1111 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 15年 10月、同年 11月、16年１月及び同年２月の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 10月及び同年 11月 

② 平成 16年１月及び同年２月 

ねんきん特別便を確認したところ、平成 15 年 10月、同年 11月、16年１

月及び同年２月の国民年金保険料が未納とされていた。 

両申立期間については、夫が、保険料を納付してくれていたはずである。

このため、両申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、両申立期間を含む平成 15 年 10 月から 16 年６月までの国民年金

保険料について、15 年 11 月 28 日に申請免除の手続を行ったものの、国民年

金基金に加入しており、保険料を申請免除した場合、同基金の加入資格を失う

こととなることから、申立人は、同基金の掛金の納付事跡を優先させるため、

18年１月 26日に、前述の期間に係る保険料の申請免除の取消手続を行ってい

る。 

また、Ａ都道府県国民年金基金に照会したところ、申請免除の取消手続に伴

い、申立人に対しては、平成 18 年４月 25 日に、申立期間①直後の 15 年 12

月から16年12月までに係る基金掛金の払込票を発行していることが確認でき、

申立人が、同基金に提出した申立期間①に係る国民年金保険料の納付書には、

申立人の夫の自筆で｢未納としたため 15 年 10 月から 11 月は納入不可となる｣

と記載されていることから、この時点において、申立人及び申立人の夫は、申

立期間①の保険料が時効により納付することができないことを認識していた

ものと推認できる。 

さらに、Ａ都道府県国民年金基金に照会したところ、申立人は、申立期間②

について、保険料が未納であることを理由として、平成 18 年８月１日に基金



掛金の還付請求を行っていることが確認できることから、この時点において、

申立人及び申立人の夫は、申立期間②の保険料が未納であることを認識してい

たものと推認できる上、オンライン記録により、申立人は、申立期間①直後の

平成 15 年 12 月の保険料を 18 年１月 30 日に、申立期間②直後の 16 年３月の

保険料を 18年４月 26日に、それぞれ過年度納付していることが確認できるこ

とから、両申立期間については、時効により保険料を納付することができなか

ったものと推認できる。 

加えて、両申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無く、ほかに両申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が両申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



茨城国民年金 事案 1112 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年４月から 46年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年４月から 46年３月まで 

ねんきん特別便を確認したところ、昭和 45年４月から 46年３月までの国

民年金保険料の納付事実が確認できないことが判明した。 

私が退職した昭和 45 年３月以降に、Ａ市区町村役場において、父が国民

年金の加入手続を行い、その後、私が申立期間の保険料を一括納付した。 

このため、申立期間について、保険料の納付事実が確認できないことに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市区町村役場において、申立人の父が国民年金の加入手続を行

い、その後、申立人自身が申立期間の保険料を納付したと主張しているが、申

立人には、現在の基礎年金番号である厚生年金保険記号番号の払出し以外に国

民年金手帳記号番号が払い出された形跡が見当たらないことから、申立期間に

ついては、国民年金被保険者資格を有しておらず、保険料を納付することがで

きない。 

また、申立人は、申立人の父が、国民年金の加入手続を行い、その後、昭和

45 年８月ころに、申立人自身が、申立期間の保険料を一括納付したと主張し

ているが、申立人自身は国民年金の加入手続に直接関与しておらず、申立人の

父も既に他界しているため、申立期間当時の具体的な国民年金の加入状況が不

明である。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料を後からまとめて納付したことはない

と主張しており、申立期間の保険料を過年度納付したことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申



告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



茨城国民年金 事案 1113 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年７月から 59年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年７月から 59年３月まで 

ねんきん定期便を確認したところ、昭和 58年７月から 59年３月までにつ

て、国民年金保険料の納付事実の確認ができなかった。 

申立期間当時、私は、専門学校生であったが、父が国民年金の加入手続を

行い、保険料を納付してくれたはずであり、兄と姉については、20 歳から

保険料が納付済みとなっている。 

このため、申立期間について、保険料の納付事実が確認できないことに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金に加入した時期は、申立人の居住地であったＡ市区町村が

管理していた国民年金被保険者名簿により、昭和 61 年６月２日であると考え

られ、この時点では、申立期間については、時効により保険料を納付すること

はできない。 

また、申立人は、申立期間について、申立人の父が、国民年金の加入手続を

行ったと主張しているところ、仮に、申立人の主張どおりであれば、申立人の

国民年金手帳記号については、申立期間当時の居住地を管轄するＢ社会保険事

務所（当時）において払い出される｢*｣となるべきであるが、申立人の国民年

金手帳記号については、Ｃ社会保険事務所（当時）管内の市区町村に払い出さ

れる｢＊｣であり、事実、申立人が所持する年金手帳の国民年金手帳記号番号欄

には｢Ａ市区町村｣と押印されていることが確認できることから、申立内容に矛

盾が認められる。 

さらに、申立人は、申立人の父が国民年金の加入手続を行い、申立期間の保

険料を納付したと主張しているが、申立人自身は国民年金の加入手続に直接関



与しておらず、申立人の父も既に他界しているため、申立期間当時の具体的な

国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

加えて、申立人が国民年金に加入したと考えられる昭和 61 年６月の時点で

は、特例納付制度は存在しないため、申立期間の保険料を納付することはでき

ない。 

その上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえ

ず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



茨城国民年金 事案 1114 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年３月から同年６月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年３月から同年６月まで 

納付記録を確認したところ、平成７年３月から同年６月までの国民年金保

険料が未納とされていた。 

申立期間については、母が国民年金の加入手続を行い、20 歳まで 遡
さかのぼ

っ

て２年分の国民年金保険料を一括納付してくれた。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンラインの記録により、申立人が国民年金に加入した時期は、平成９年８

月１日であることが確認でき、この時点では、申立期間については時効により

保険料を納付することができず、事実、納付が可能であった７年７月から９年

３月までの保険料が９年８月 15 日に過年度納付されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立人の母が国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険

料を納付したと主張しているが、申立人自身は国民年金の加入手続に直接関与

していないため、申立期間当時の具体的な国民年金の加入状況及び保険料の納

付状況が不明である。 

さらに、申立人が国民年金に加入したと考えられる平成９年８月ころの時点

では、特例納付制度が存在しないため、申立期間の保険料を納付することはで

きない。 

加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえ

ず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す



ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



茨城厚生年金 事案 1207 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年２月１日から同年５月２日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ社に勤務していた期間のうち、昭和 52年２月１日から同年５月２日ま

での期間について、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

私の年金記録に空白期間は無いはずなので、申立期間について厚生年

金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は既に解散しているほか、元事業主は病気のため、その妻に照会し

たところ、申立人が同社に勤務したことは覚えているが、申立期間当時の

勤務状況及び厚生年金保険の適用状況については不明であるとの回答が得

られた。 

また、申立人が名前を挙げた申立期間当時の社会保険担当者に照会した

ものの、当時の申立人の勤務状況及び厚生年金保険の適用について具体的

な証言は得られなかった。 

さらに、申立人が名前を挙げた同僚３人及び申立期間にＡ社において厚

生年金保険被保険者資格を有していた者５人の計８人のうち、連絡先の判

明した５人に照会したところ、全員から回答が得られたものの、申立期間

当時の申立人の勤務状況及び厚生年金保険の適用について具体的な証言が

得られなかった。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

た事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申

立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情

も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する



と、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。



茨城厚生年金 事案 1208 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年３月９日から同年７月１日まで 

             ② 昭和 50年３月１日から 51年 12月 18日まで 

             ③ 昭和 51年 12月 21日から 63年 10月１日まで 

年金事務所で標準報酬月額を確認したところ、Ａ社（現在は、Ｂ社）

に勤務していた昭和 47 年３月から同年６月までの期間及び 50 年３月か

ら 51 年 11 月までの期間並びにＣ社（現在は、Ｄ社）に勤務していた同

年 12 月から 63 年９月までの期間の標準報酬月額が自分の記憶と大きく

相違している記録となっていることが判明した。 

このため、厚生年金保険の標準報酬月額を保険料控除額に見合う額に

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 各申立期間について、Ｂ社及びＤ社が加入するＥ厚生年金基金から提

出された申立人に係る加入記録により確認できる標準報酬月額は、オン

ライン記録の標準報酬月額と一致している。 

また、Ａ社及びＣ社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原

票には、標準報酬月額がさかのぼって訂正された形跡はうかがえない。 

さらに、いずれの期間においても、同僚に比べ、申立人の標準報酬月

額のみが、必ずしも低額となっている事情は無い。 

 

２ 申立期間①及び②について、Ｂ社に照会したところ、当時の資料は残

存しておらず、申立人に係る厚生年金保険の加入状況及び標準報酬月額

の決定に関しては不明である旨の回答が得られた。 



また、申立期間当時の同僚４人（申立人が名前を挙げた同僚を含む。）

に照会したものの、回答が得られなかった。 

 

３ 申立期間③について、申立人が名前を挙げたＣ社の元事業主に照会し

たところ、給与計算及び社会保険関係の届出等を行っていた事務担当者

は既に他界しており、申立人に係る標準報酬月額の届出及び保険料控除

については分からないものの、給与について、歩合給もあり、全体の流

れの中で標準報酬月額を決めていたので、申立人の報酬月額だけを下げ

るようなことはなかった旨の回答が得られた。 

また、Ｄ社に照会したところ、当時の資料は残存しておらず、申立人

に係る厚生年金保険の加入状況及び標準報酬月額の決定に関しては不明

である旨の回答が得られた。 

さらに、申立人が名前を挙げた同僚二人のうち、一人は既に他界して

いるほか、当時、上司であった一人からは、申立人については記憶して

いるものの、当時の詳細については記憶していない旨の回答が得られた。 

加えて、申立人と同時期に勤務していた者５人に照会したところ、４

人から回答が得られたものの、申立人の給与及び標準報酬月額に関する

具体的な証言は得られなかった。 

 

４ このほか、申立人が各申立期間において、その主張する標準報酬に基

づく厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料、周

辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断す

ると、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主

により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 1209 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年４月１日から 39年３月１日まで 

             ② 昭和 40年８月 26日から 45年８月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務

していた期間のうち、昭和 38 年４月１日から 39 年３月１日までの期間

及び 40年８月 26日から 45年８月１日までの期間について、加入記録が

無かった旨の回答を受けた。 

昭和 31 年ごろ、Ａ社に入社し、50 年３月 26 日まで継続して勤務して

いたので、両申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間①及び②にＡ社に勤務していたことは、当時の同僚の

証言から推認できる。 

   一方、申立人の夫もＡ社に勤務しており、同社に係る申立人の夫の健康

保険厚生年金保険被保険者原票によると、昭和 38 年４月１日から 53 年３

月 26日までの期間において、申立人は、申立人の夫の被扶養者となってい

ることが確認できる。 

   また、申立期間①及び②当時の事業主は他界していることから、Ａ社に

係る商業登記簿謄本により確認できた、当時の取締役に照会したところ、

申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料控除の事実について具

体的な証言は得られなかった。 

   さらに、申立人が名前を挙げた同僚５人及び申立期間①及び②に厚生年

金保険被保険者資格を有していた者８人の計 13人のうち、存命中で連絡先

が確認できた 12人に照会したところ、６人から回答が得られたものの、申



立人の申立期間①及び②における厚生年金保険の適用に関する具体的な証

言は得られなかった。 

   加えて、申立期間②当時の社会保険事務担当者に照会したところ、事業

主による厚生年金保険料控除の事実については不明としているものの、当

時、申立人の給与形態は時給であったため、申立人はパートとして働いて

いたと思う旨の証言が得られた。 

   このほか、給与明細書、源泉徴収票等保険料の控除を確認できる資料は

無く、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる

関連資料、周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として両申立期間に係る厚生年金保

険料を両事業主により、給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



茨城厚生年金 事案 1210 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 48年９月１日から 49年 12 月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社Ｂ支社

に勤務していた昭和 48年９月１日から 49 年 12月１日までの期間につい

て、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

勤務していたことは間違いないので、厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

労働局に照会したところ、雇用保険の適用事業所として、Ａ社を確認す

ることはできるものの、申立人の申立期間における雇用保険の加入記録は

確認できない旨の回答が得られた。 

また、オンライン記録を確認したところ、申立人が申立期間に勤務して

いたと主張する、Ａ社Ｂ支社の厚生年金保険の新規適用日は、昭和 50年２

月１日となっており、申立期間において適用事業所ではなかったため、申

立期間に同社Ｃ支社において厚生年金保険被保険者資格を有していた同僚

３人に照会したところ、そのうちの１人から、「入社時はパートとして勤

務し、翌年あたりから任意で厚生年金保険に加入することができるように

なり、加入していた同僚もいた。」旨の証言が得られた。 

さらに、Ｄ協会Ｅ部に照会したところ、申立人は、申立期間を含む、昭

和 48年９月１日から 62年３月 23日まで在籍していることが確認できるも

のの、申立期間は「外籍」となっている旨の回答が得られた。なお、Ｄ協

会Ｅ部は、「外籍」について、どのような意味かは確認できないとしてい

る。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除され



た事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申

立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情

も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 1211 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を船

舶所有者により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35年２月から 40年 12月まで 

               （船員保険加入記録が存在する期間を除く） 

             ② 昭和 41年２月から 47年２月まで 

               （船員保険加入記録が存在する期間を除く） 

年金事務所に船員保険加入記録を照会したところ、Ａ氏所有の船舶に

乗船していた昭和 35年２月から 40年 12月までの期間及びＢ社所有の船

舶に乗船していた 41 年２月から 47 年２月までの期間について、記録は

おおむね船員手帳と一致していたものの、漁業の準備期間に相当する期

間について、船員保険に加入した記録が無いことが判明した。 

記録がある期間はあくまでも漁期であり、当該期間以外にも、出漁準

備のためにそれぞれの船主のもとで勤務しており、船主が船員保険加入

の手続を取らないのはおかしいと思われるので、両申立期間について、

船員保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①のうち、昭和 36 年 11 月 30 日から同年 12 月２日までの期

間、37年３月 10日から同年４月５日までの期間及び同年 11月 28日から

同年 12月４日までの期間については、申立人から提出された船員手帳に

より乗船が確認できる。 

    また、同僚から、申立期間①のうち、昭和 36年１月から同年３月まで

の期間、Ｃ港からＤ港にＥ船舶を回航した際に、申立人が乗船していた

旨の証言が得られたほか、別の同僚から、申立人は漁の準備期間中につ

いても勤務していた旨の証言が得られた。 

    一方、Ａ氏に係る被保険者名簿により、申立期間①には、延べ 207 人



の被保険者が確認できるが、そのうち、申立人が被保険者資格を有して

いない期間において、資格を有している者は延べ３人のみであることが

確認できる。 

    また、Ａ氏所有の船舶において、申立人が最初に資格を取得した前後

に被保険者資格を取得し、複数回にわたって被保険者資格を有している

者７人のうち、存命中で連絡先が判明した５人に照会したところ、２人

から、漁の準備期間について、たとえ勤務しても無給であり、船員保険

も加入していなかった旨の回答が得られ、事実、上記回答があった同僚

のうち１人は、申立人の乗船船舶の船長を務めているが、当該同僚につ

いても、漁期の間の船員保険加入記録は無い。 

    さらに、申立人が名前を挙げた同僚２人及びＡ氏所有の船舶において、

申立人が最後に資格を取得した前後に被保険者資格を取得し、複数回に

わたって被保険者資格を有している者のうち、存命中で連絡先が判明し

た計５人に照会したものの、申立人の船員保険加入に関する具体的な証

言は得られなかった。 

 

  ２ 申立期間②のうち、昭和 43年２月 26日から同年３月１日までの期間、

45年１月 29日から同年２月１日までの期間については、申立人から提出

された船員手帳により乗船が確認できる。 

    一方、申立人が申立期間②当時に乗船していた、Ｂ社所有のＦ船舶及

びＧ船舶に係る被保険者名簿により、申立期間②には、延べ 178 人の被

保険者が確認でき、そのうち、申立人が被保険者資格を有していない期

間において資格を有している者は延べ 17人のみであることが確認できる。 

    また、申立期間②のＢ社の代表者の子で、後に同社の代表者となった

者に照会したところ、申立期間②当時の資料は処分してしまった旨及び

休漁期は、機関部員数人を除いて、一度解雇し、船員保険の資格も喪失

させていた旨の回答が得られた。 

    さらに、Ｆ船舶及びＧ船舶において、申立人が被保険者資格を有して

いない期間に資格を有している者及び複数回資格を取得している者合計

19 人に照会したところ、１人から、漁の準備期間中における勤務はあっ

たが、無給であり、船員保険にも加入しないため、自身で国民年金に加

入した旨の証言が得られ、事実、当該同僚は、船員保険の被保険者資格

が無い期間について、国民年金に加入し、一部期間を除き、保険料を納

付している。 

 

  ３ Ｈ組合Ｉ支部に照会したところ、両申立期間においては、Ｊ漁及びＫ

漁を行う船員は、通年雇用ではなかったため、通常であれば漁期ごとに

区切られている旨の回答が得られたほか、両申立期間に係る船員保険料



を船舶所有者により給与から控除された事実を確認できる給与明細書、

源泉徴収票等の資料は無く、申立人の両申立期間における船員保険料の

控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断す

ると、申立人が船員保険の被保険者として両申立期間に係る船員保険料

を両船舶所有者により、給与から控除されていたことを認めることはで

きない。  



茨城厚生年金 事案 1212 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年７月１日から 39年８月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社Ｂ工場

（現在は、Ｃ社）に勤務していた期間のうち、昭和 37年７月１日から 39

年８月１日までの期間について、私の記憶する給料と標準報酬月額が相

違することが判明した。 

このため、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ工場に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、

申立期間の標準報酬月額は、昭和 37 年７月の随時改定及び同年 10 月の定

時決定において２万円、38年７月の随時改定及び同年 10月の定時決定にお

いて２万 4,000 円であることが確認でき、オンライン記録と一致している

上、さかのぼって訂正処理が行われた形跡は無く、不自然な事務処理もう

かがえない。 

また、Ｃ社に照会したところ、申立期間当時の人事記録等は残存しない

ため、申立人の申立期間における標準報酬月額を確認することはできない

旨の回答が得られた。 

さらに、Ｄ健康保険組合に照会したところ、被保険者加入記録は５年ご

とに処分しているため、申立人の申立期間における報酬標準給与を確認す

ることはできない旨の回答が得られた。 

加えて、申立人が名前を挙げた同僚２人及びＡ社Ｂ工場における健康保

険厚生年金保険被保険者原票において、申立期間に被保険者資格を有し、

前年よりも標準報酬月額が減額されていることが確認できる者のうち、連



絡先の判明した９人の計 11人に照会したところ、４人から回答が得られた

ものの、自身の標準報酬月額の減額理由並びに申立人の申立期間における

標準報酬月額及び厚生年金保険料控除額に関して具体的な証言を得ること

ができなかった。 

また、申立期間において、申立人の標準報酬月額のみが、同僚と比べて

低額となっている事情も無い。 

このほか、申立人が申立期間において、その主張する標準報酬に基づく

厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料、周辺事情

も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 1213 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を船

舶所有者により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年３月 17日から同年９月１日まで 

             ② 昭和 35年８月 26日から同年 11月１日まで 

年金事務所に船員保険加入記録を照会したところ、Ａ氏所有のＢ船舶

に乗船していた昭和 33 年３月 17 日から同年９月１日までの期間及び 35

年８月 26 日から同年 11 月１日までの期間について、記録が無い旨の回

答を受けた。手元の船員手帳で、乗船が確認できるので、申立期間につ

いて、船員保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された船員手帳により、申立人が、申立期間において、

Ａ氏所有のＢ船舶に乗船していたことは認められる。 

   一方、申立人が名前を挙げた同僚のうち、存命中で連絡先が判明した二

人に照会したところ、一人から回答が得られたものの、申立人の船員保険

加入に関する具体的な証言は得られなかった。 

   また、申立期間中及びその前後の期間において被保険者資格を有してい

た者のうち、存命中で連絡先が判明した計 14人に照会したところ、８人か

ら回答が得られたものの、申立人の船員保険加入に関する具体的な証言は

得られなかった。 

   さらに、Ｃ協同組合に照会したところ、申立期間当時は、必ずしも乗船

と船員保険加入は一致していなかった旨の回答が得られた。 

   加えて、同僚照会の結果、回答が得られた同僚のうち、申立期間に乗船

期間があったとして回答のあった３人について、自身が証言する乗船期間

と船員保険加入期間とを比較調査したところ、相違していることが確認で

き、申立人についても、船員手帳で乗船が確認できない期間に船員保険に



加入している期間があることから、Ａ氏所有の船舶においては、必ずしも

船員手帳の雇入及び雇止と船員保険加入は一致していなかった事情がうか

がえる。 

   このほか、申立期間に係る船員保険料を船舶所有者により給与から控除

された事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人

の申立期間における船員保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情

も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が船員保険の被保険者として申立期間に係る船員保険料を船舶

所有者により、給与から控除されていたことを認めることはできない。  

 


